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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．第40期の１株当たり配当額27.50円は、創立40周年記念配当5.00円を含んでおります。 

回次 第40期 第41期 第42期 第43期 第44期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高（千円） 8,884,661 8,880,267 8,774,219 8,790,403 8,708,730

経常利益（千円） 1,500,703 1,350,612 1,157,470 1,194,051 1,124,943

当期純利益（千円） 633,573 625,242 660,728 640,249 683,227

持分法を適用した場合の投資
利益（千円） 

－ － － － －

資本金（千円） 733,360 733,360 733,360 733,360 733,360

発行済株式総数（千株） 8,264 8,264 8,264 8,264 8,264

純資産額（千円） 4,591,250 4,653,015 5,060,063 5,396,211 5,835,233

総資産額（千円） 6,934,744 6,899,155 7,038,326 7,856,532 7,779,544

１株当たり純資産額（円） 555.99 590.68 642.73 686.79 743.18

１株当たり配当額（円） 
(内１株当たり中間配当額
（円)） 

27.50 
（－）

28.00
（－）

30.00
（ 14.00）

32.00 
（ 16.00）

36.00
（ 18.00）

１株当たり当期純利益（円） 76.70 73.21 80.24 78.29 83.35

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益（円） 

－ － － － －

自己資本比率（％） 66.2 67.4 71.9 68.7 75.0

自己資本利益率（％） 14.4 13.5 13.6 12.2 12.2

株価収益率（倍） 12.19 10.11 12.09 14.31 17.62

配当性向（％） 35.86 35.04 37.39 40.87 43.19

営業活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

842,883 600,403 179,736 1,454,422 22,144

投資活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

284,494 △5,058 △684,185 △32,547 54,480

財務活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

△211,774 △539,046 △329,245 △255,499 △274,964

現金及び現金同等物の期末残
高（千円） 

3,715,711 3,772,009 2,938,315 4,104,690 3,906,350

従業員数（人） 1,372 1,428 1,411 1,375 1,330



４．第41期の１株当たり配当額28.00円は、横浜営業所開設記念配当3.00円を含んでおります。 

５．第41期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益の算定にあたっては、「１株当たり当期純利益に関する会計

基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

４号）を適用しております。 

６．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

７．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

  

  



２【沿革】 

 （注） 旭事務機㈱〈大阪本社〉又は旭情報サービス㈱〈大阪本社〉、旭事務機㈱〈東京本社〉又は旭情報サービス㈱〈東京本

社〉、旭事務機㈱〈名古屋本社〉又は旭情報サービス㈱〈名古屋本社〉、旭事務機㈱〈南九州本社〉又は旭情報サービス

㈱〈南九州本社〉の名称は、便宜上の呼称であります。当該会社の正式名称は、各所轄法務局において旭事務機㈱（商号

変更後は、旭情報サービス㈱）としてそれぞれ商業登記されており４社共別個の法人であります。 

年月 事項

昭和37年８月 宛名印刷機の販売、宛名カード作成、宛名印刷及びダイレクトメール代行業務を目的として、

大阪市都島区に資本金50万円で旭事務機㈱〈大阪本社〉を設立。 

昭和41年12月 ＩＢＭ製入力機械（024型、056型）を導入し、データエントリー業務を開始。 

昭和43年９月 宛名印刷機の販売、宛名カード作成、宛名印刷及びダイレクトメール代行業務を分離し、大阪

市北区に㈱旭事務機タイプセンターを設立。（昭和48年３月㈱旭事務機データセンター、昭和

55年11月アサヒビジネスサービス㈱に商号変更） 

昭和43年９月 キーオペレーターの養成、派遣及び電算機入力用のデータカードの作成を目的として大阪市東

区（現中央区）に、㈱旭事務センターを設立。 

昭和43年10月 データエントリー業務の常駐取引開始。 

昭和44年９月 東京都千代田区に東京支店を開設。 

昭和47年３月 宮崎県延岡市に南九州支社を開設。 

昭和47年８月 東京支店を独立し旭事務機㈱〈東京本社〉として設立。 

昭和48年２月 名古屋市中村区に旭事務機㈱〈名古屋本社〉を設立。 

昭和48年２月 東京地区における人材確保を目的として東京都千代田区に㈱アサヒデータプロセスを設立。

（昭和56年６月アサヒオフィスシステム㈱に商号変更） 

昭和49年７月 旭事務機㈱グループ企業間の経営計画の立案、指導育成及び新規事業進出のため大阪市東区

（現中央区）に㈱旭総本社を設立。 

昭和51年８月 南九州支社を独立し旭事務機㈱〈南九州本社〉として設立。 

昭和52年９月 コンピューター関連機器の運用管理及びシステム開発業務の推進を目的として大阪市東区（現

中央区）にアサヒコンピュータサービス㈱を設立。 

昭和54年11月 本社（現大阪支社）を大阪市南区（現中央区）に移転。 

昭和55年12月 漢字入力業務を開始。 

昭和60年６月 システム開発業務を開始。 

昭和61年７月 システム運用業務を開始。 

昭和61年８月 ＣＡＤ（コンピューターを利用した設計、製図）業務を開始。 

昭和62年８月 旭事務機㈱〈大阪本社、東京本社、名古屋本社、南九州本社〉から旭情報サービス㈱〈大阪本

社、東京本社、名古屋本社、南九州本社〉に商号を変更。 

平成元年４月 旭情報サービス㈱＜大阪本社＞は、グループ８社を吸収合併。 

平成４年３月 東日本事業本部（平成６年９月東京本部に名称変更）の事務所を移転拡充。 

平成７年４月 日本証券業協会に株式を店頭登録。 

平成８年４月 東京本部（現本社）を現在地に移転。 

平成９年４月 ネットワークサービス業務を開始。 

平成９年７月 技術者の育成を目的として技術センターを設置。 

平成11年８月 本社を東京都中央区新川（旧東京本部）に移転。 

平成11年10月 ㈲旭泉を吸収合併。 

平成12年10月 大阪事業所（平成13年10月大阪支社に改組）を大阪市北区に移転。 

平成13年２月 東京証券取引所市場第二部に上場。 

平成13年５月 中部支社を名古屋市中区に移転。 

平成14年10月 横浜営業所を横浜市西区に開設。 

平成15年４月 東京支社を東京都中央区に開設し、横浜営業所を支社に昇格。 

平成16年６月 豊田オフィスを愛知県豊田市に開設。 



３【事業の内容】 

 当社は、連結財務諸表を作成しておりませんので、事業の種類別セグメントに代えて、事業部門ごとに記載しております。 

「ネットワークサービス部門」 

 当部門は、企業内のネットワークシステムの構築、運用、およびヘルプデスク業務などの管理業務をはじめ、オープンシステ

ムの導入や各種ソフトのインストールに至るまで、幅広いサポート業務を行っております。 

「システム開発部門」 

 当部門は、ユーザーのもとに当社社員のシステムエンジニアやプログラマーが常駐し、ユーザーの管理のもとで開発作業を行

う常駐業務であります。汎用系システム開発からオープン系システム開発に至るまで幅広い技術に対応できる技術者をタイム

リーに提供しております。 

「システム運用部門」 

 当部門は、企業の情報システム部門に当社社員が常駐し、ユーザーに代わってコンピューターの維持運用管理を行っておりま

す。メーカーの機種にこだわらず、ホストコンピューター（汎用機）からオフコンまでユーザーのニーズに合わせた運用サービ

スを「365日24時間体制」で提供しております。 

「ＯＡサービス部門」 

 当部門は、ＯＡスタッフがユーザーの事務所に常駐し、パソコン等のＯＡ操作を中心に業務を行っております。 

  

（事業系統図） 

 以上、述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

  

 

  

  



４【関係会社の状況】 

 当社には関係会社が存在しないため、該当事項はありません。 

  

  



５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 当社は連結財務諸表を作成していないため、事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。 

 （注） 当社従業員については、ユーザーとの業務受託契約等に基づき、ユーザー先事業所にて受託作業を行う常駐業務を主たる

業務形態としております。 

  

 （注）１．従業員数には嘱託、パートおよびアルバイトを含んでおりません。 

２．平均年間給与は税込支払給与額であり、基準外賃金及び賞与を含んでおります。 

  

(2）労働組合の状況 

 労働組合は組織されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

  

  平成18年３月31日現在

事業部門別 従業員数（人）

ネットワークサービス   627 

システム開発   331 

システム運用   204 

ＯＡサービス   68 

管理部門   100 

合計   1,330 

    平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才 ヵ月） 平均勤続年数（年 ヵ月） 平均年間給与（円） 

1,330 29 09 6 10 4,107,111 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1)業績 

当事業年度の国内経済は、景気の踊り場を脱して以降、緩やかに回復が続き、国内需要に支えられて景気の改善が拡大して

まいりました。情報サービス産業においては顧客のシステムに対する費用対効果の意識が高まり、設備投資の需要が増える中

でも、競争は激化して価格は低下が続いております。また、景気の回復とともに各企業の採用枠の拡大などで、優秀な人材の

採用が困難な状況となっております。 

このような状況で、当社は収益性の高い企業体質を目指し、当中間期では低採算性部門であるデータエントリー業務から完

全撤退し、またＯＡサービス部門の縮小を進め、同時に採算性の高いネットワークサービス、システム開発部門の拡大を図る

など業務の構造改革に努めた結果、利益のあがる体質になりました。 

しかし、優秀な人材の確保が十分にできず、また、協力会社の活用、要員の配置転換を進めるための人材育成が計画通り進

まず、豊富な案件に対応し切れなかったため、業績を伸ばすことができませんでした。 

  

この結果、当事業年度の売上高は8,708百万円（前期比0.9％減）となりました。利益につきましては、経常利益は1,124百万

円（前期比5.8％減）、当期純利益は683百万円（前期比6.7％増）となりました。 

部門別概況は次のとおりであります。 

「ネットワークサービス部門」 

システム運用管理、設計、構築など顧客企業からの多くの案件に応えるため、採用や配置転換を優先的に行い、技術者確保

と育成に努めた結果、売上高は 4,283百万円（前期比 12.1％増）となりました。 

「システム開発部門」 

組込ソフトの開発業務ならびにシステム受託開発に取り組み始めましたが、顧客からの要請による低価格化や開発要員の削

減などの影響を受け、売上高は 2,507百万円（前期比 1.1％減）となりました。 

「システム運用部門」 

汎用系の運用、オペレーションは価格下落により採算が悪く、技術者を他部門へ優先的にローテーションをしたため、売上

高は 1,478百万円（前期比 14.6％減）となりました。 

「ＯＡサービス部門」 

採算重視のため、事業規模の大幅な縮小を行った結果、売上高は 439百万円（前期比 37.6％減）となりました。 

  

(2)キャッシュ・フロー 

当事業年度における現金および現金同等物は、税引前当期純利益が1,155百万円あったものの、役員退職慰労金、保険積立

金、法人税等の支出が大きく、前事業年度末に比べ198百万円減の3,906百万円となりました。 

当事業年度における活動ごとのキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果増加した資金は、22百万円（前年同期は1,454百万円の増加）でありました。これは、税引前当期純利益が

1,155百万円ありましたが、役員退職慰労引当金の減少520百万円、保険積立金の増加300百万円、法人税等の支払い402百万円

があったことによるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローにつきましては、投資有価証券の売却による収入76百万円がありましたが、有形固定資

産の取得による支出20百万円等により54百万円の収入（前年同期は32百万円の支出）となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローにつきましては、主に配当金の支払による支出264百万円等により274百万円の支出（前

年同期は255百万円の支出）となりました。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当事業年度の生産実績を部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注状況 

 当事業年度における受注状況を部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3）販売実績 

 当事業年度の販売実績を部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３【対処すべき課題】 

当社は高収益化と事業拡大を目指し、引き続き業務の構造改革を推進してまいりますが、これとともに優秀な人材の確保と技

術力向上を重要な課題と考えております。優秀な人材の確保のため、採用活動を積極的に行い、また、ITスキル標準（ITSS）を

基に高度技術者の育成に取り組んでまいります。特に、技術力に加えて管理能力、折衝能力をも兼ね備えたコアリーダーの育成

を行い、増収増益を目指してまいります。 

部門別 生産実績（千円） 前期比（％） 

ネットワークサービス 4,283,638 112.1 

システム開発 2,507,406 98.9 

システム運用 1,478,650 85.4 

ＯＡサービス 439,034 62.4 

合 計 8,708,730 99.1 

部門別 受注高（千円） 前期比（％） 受注残高（千円） 前期比（％） 

ネットワークサービス 4,283,638 112.1 ― ― 

システム開発 2,507,406 98.9 ― ― 

システム運用 1,478,650 85.4 ― ― 

ＯＡサービス 439,034 62.4 ― ― 

合 計 8,708,730 99.1 ― ― 

部門別 販売実績（千円） 前期比（％） 

ネットワークサービス 4,283,638 112.1 

システム開発 2,507,406 98.9 

システム運用 1,478,650 85.4 

ＯＡサービス 439,034 62.4 

合 計 8,708,730 99.1 



４【事業等のリスク】 

当社の事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のよ

うなものがあります。当社はこれらのリスク発生の可能性を認識したうえで、発生の回避および発生した場合の対応に努める所

存であります。なお、文中、将来に関する事項は、有価証券報告書提出日において当社が判断したものであり、また、当社の事

業上のリスクの全てを網羅するものではありません。 

（１）当社の事業にかかわるリスクについて 

当社が属する情報サービス産業は、基本的にはユーザーである個々の企業等の情報化投資に係る予算統制の影響を受けます

が、企業および政府の情報化投資の増加やアウトソーシング需要が高まって市場規模が毎年拡大しております。その一方で、

業界内部では大手コンピューターメーカーなどが設計・開発から保守・運用までの一括した業務支援で当業界に参入するなど

これまで以上に競争が激化しており、従来型の技術サービスでは低価格化に拍車がかかり、当社の業績に影響を与える可能性

が考えられます。 

  

（２）情報セキュリティにかかわるリスクについて 

当社は、業務遂行上、お取引先が保有する様々な機密情報を取扱う機会があり、個人情報や企業情報が漏洩した場合には、

損害賠償金の請求や社会的信用の喪失などにより、業績や財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

当社では、このリスクに対応するため、「プライバシーマーク」を取得して情報の取扱いを厳格に管理するとともに、従業

員・協力会社に対し適切な教育を行い、「ノーミス・情報セキュリティ強化月間」の実施などで情報セキュリティへの意識向

上に努めております。また、情報サービス賠償責任保険に加入し、万一の場合に備えております。 

  

（３）システム運用部門について 

当社のシステム運用部門は、平成18年３月期の実績で17.0％を占めていますが、大規模なシステム運用管理業務が多く、シ

ステム運用ミスによるシステムダウンが起きれば、損害賠償金を請求される可能性があります。当社では、このリスクに備え

て情報サービス賠償責任保険に加入しております。 

  

（４）システム開発部門について 

当業界の開発需要は、大型開発案件の一時的な凍結や先送り、開発期間の短縮等により依然として厳しい受注環境となって

おります。当社のシステム開発部門は、平成18年３月期の売上高実績で28.8％を占めていますが、比較的小型案件が多く、事

業リスクは小さいと考えております。 

  

（５）特定の取引先への依存度について 

当社のお取引先は、官公庁、電機、自動車、金融、保険など特定の産業分野にかたよらない上場企業を中心とした優良企業

であります。しかも、主要お取引先への売上割合は最高でも10％未満であり、特定の取引先への依存度による事業リスクは少

ないと考えております。 

  

  



５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

  

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

  



７【財政状態及び経営成績の分析】 

文中、将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社が判断したものであります。 

（１）重要な会計上の見積り 

当社の財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して作成されております。財務諸表

作成にあたり、当社が採用している会計方針において使用されている重要と考える会計上の見積りおよび前提条件は、以下の

とおりであります。 

(退職給付費用および債務) 

従業員退職給付費用および債務は、年金数理計算上で設定される前提条件に基づき算出されており、主要な前提条件である

割引率、期待運用収益率、その他基礎率が実際の結果と異なる場合、またはこれら前提条件の変動が生じた場合、重要な影響

を受ける可能性があります。 

  

（２）当事業年度の経営成績の分析 

①売上高 

汎用系メインフレームからオープン系へシステム移行する企業の増加で、運用管理技術への期待は強く、高度ネット

ワーク運用管理技術者への需要は、依然として堅調であります。当社では、低採算部門であるＯＡサービス部門の縮小を

進め、「オープン系運用管理技術」への重点投資をさらに加速し、業務の構造改革に努めました。しかしながら、優秀な

人材の確保、人材育成が十分にできず、売上げを伸ばすことができませんでした。 

この結果、売上高はネットワークサービス部門は463百万円増加の4,283百万円（前期比12.1％増）となりましたが、シ

ステム開発部門は27百万円減少の2,507百万円（前期比1.1％減）、需要の減少が続くシステム運用部門が252百万円減少の

1,478百万円（前期比14.6％減）、ＯＡサービス部門が265百万円減少の439百万円（前期比37.6％減）となり、全体では前

期を若干下回る8,708百万円（前期比0.9％減）となりました。 

②売上原価 

売上原価は前期に比べ73百万円減少の6,355百万円（前期比1.1％減）となり、原価率は前期に比べて0.1ポイント改善し

73.0％となっております。 

③販売費及び一般管理費 

販売費及び一般管理費は前期に比べて43百万円増加の1,236百万円（前期比3.6％増）となりました。これは管理部門の

強化に伴う人件費の増加によるものです。 

④特別損益 

特別利益では、投資有価証券の一部売却により56百万円を計上し、特別損失では、会員権の清算損などで26百万円を計

上しました。 

⑤当期純利益 

上記のようなことから当期純利益は、前期に比べ42百万円増加の683百万円（前期比6.7％増）を計上しております。 

  

（３）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

①資金調達 

当社の事業活動に必要な資金は、主として内部資金を源泉としております。なお、一部、長期的な観点から金融機関借

入を実行しておりますが、手許資金を考慮した場合、実質無借金経営となっております。 

②資産及び負債・資本 

総資産は、前期末に比べ76百万円減少して、7,779百万円となりました。これは、流動資産が216百万円減少（現金及び

現金同等物が、下記キャッシュ・フローに記述のとおり198百万円減少したことに伴うもの）したものの、固定資産は投資

有価証券の評価増や保険積立金の増加などによって139百万円増加したことによります。 

負債は、未払法人税等および役員退職慰労引当金の減少により、前期末に比べ516百万円減少の1,944百万円となりまし

た。 

自己資本は、配当金の支払264百万円を行いましたが、当期純利益の計上により、439百万円増加して5,835百万円となり

ました。 

この結果、１株当たり純資産額は、前期末に比べ56.39円増加して743.18円となり、自己資本比率は前期末の68.7％から

75.0％と6.3ポイント増加しました。 

③キャッシュ・フロー 

ａ．営業活動によって得られたキャッシュ・フローは、前期と比較して1,432百万円減少して22百万円となりました。この

減少は主に役員退職慰労引当金の減少520百万円、法人税等の支払402百万円、保険積立金の増加300百万円などによるも

のです。 

ｂ．投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得により20百万円の支出がありましたが、投資有価証券の



売却による収入76百万円があり、前期比87百万円増加の54百万円となりました。 

ｃ．財務活動に使用されたキャッシュ・フローは、前期に比べ19百万円増加し、274百万円となりました。 

 以上の結果、現金および現金同等物の当期末残高は、前期末残高に比べて198百万円減少し、3,906百万円となりまし

た。 

  

なお、当社のキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

  

※自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

１．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出しております。 

２．有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。ま

た、利払いについてはキャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

  

（４）目標とする経営指標 

当社は、企業価値の向上と株主資本の効率的運用により投資効率の高い経営を図るため、以下の指標を重要なものとして、

目標設定をしております。 

これらを達成するために、高付加価値の実現ならびに生産性の向上を基本方針として、成長性の高いソフトサービス分野へ

シフトさせる事業構造改革に積極的に取り組んでおります。 

 なお、これらの過去２年間の実績はそれぞれ下記のとおりです。 

  

  

  
第41期 第42期 第43期 第44期 

平成15年3月期 平成16年3月期 平成17年3月期 平成18年3月期

自己資本比率（％） 67.4 71.9 68.7 75.0 

時価ベースの自己資本比率（％） 88.6 107.8 111.4 147.4 

債務償還年数（年） 0.8 2.7 0.3 21.7 

インタレスト・カバレッジ・レシオ 90.1 27.1 221.3 3.4 

①売上高経常利益率 １３％以上

②自己資本利益率（ＲＯＥ） １５％以上

③配当性向 ４０％以上

重点経営指標 目標値 平成17年3月期 平成18年3月期 

売上高経常利益率 １３％以上 13.6％ 12.9％ 

自己資本利益率（ＲＯＥ） １５％以上 12.2％ 12.2％ 

配当性向 ４０％以上 40.9％ 43.2％ 



（５）平成１９年３月期の見通し 

国内経済は堅調な企業業績を背景に設備投資の増加が続き、雇用・所得環境の改善による個人消費の回復が予想され、国内

需要を中心として回復基調が維持されると思われます。 

しかし、情報サービス産業における経済環境は、システム投資は増加すると思われますが、サービスの低価格化や競争の激

化により、厳しい状況は依然として続くと考えられます。 

このような状況のもと、優秀な人材確保と技術者育成に注力して、ネットワークの構築、運用管理等の付加価値の高い案件

の獲得を目指してまいります。 

また、情報セキュリティ、コンプライアンスの強化に努め、信頼性向上により競争力を高めて、より一層の受注獲得に努め

増収増益を目指してまいります。 

  

以上により、平成19年3月期の業績見通しにつきましては以下のとおり見込んでおります。 

  

［業績見通し］ 

売上高        ８，９５０百万円 （前期比２．８％増） 

経常利益       １，１３０百万円 （前期比０．４％増） 

当期純利益        ６５０百万円 （前期比４．９％減） 

  

（６）中期的な会社の経営戦略 

経営目標である「エクセレントカンパニー」を実現するために、「社員の主体性と自己責任の確立」「優秀な人材の確保・

育成」「市場変化を見通したお客様対応」「情報セキュリティ強化」「株主利益還元」の５つを重点経営方針として、事業の

成長と収益力を高め、企業価値の拡大に取り組んでおります。 

①社員の主体性と自己責任の確立 

テーマに「行動革新」を掲げ、常に主体的な業務改善に取り組み、また、技術者の「スキルアップ」に努めて、顧客へ

付加価値の高いサービスを提供しております。 

②優秀な人材の確保・育成 

当社にとって重要な経営資源となるのは優秀な人材であり、人材の確保のために、「採用力の強化」を図るとともに、

社員教育にも力を入れ、技術力とともにマネジメント能力、折衝力を兼ね備えた「コアリーダーの育成」に取り組んでま

いります。また、ITスキル標準（ITSS）の導入によるキャリア開発支援を通して、高度技術者となる人材の育成を進めて

おります。 

③市場変化を見通したお客様対応 

市場動向や顧客ニーズを見通して、ネットワーク構築やアウトソーシング事業の拡大を図っております。また、将来の

ユビキタス社会を視野に入れて組込ソフト開発分野にも取り組んでおります。 

④情報セキュリティ強化 

コンプライアンスを重視して、ミス・事故を起こさないことが顧客サービスの基本であります。情報セキュリティとコ

ンプライアンスのために、徹底した社員のモラル教育と定期的な強化月間の実施などで情報セキュリティ強化に努めてお

ります。 

⑤株主利益還元 

株主への利益還元を果たすため、競争力の強い企業体質に変えていき、事業拡大に加えて、業務の効率化や業務改善な

どによってコスト削減に努め、常に利益のあがる会社を目指しております。 

  

  



第３【設備の状況】 

  

１【設備投資等の概要】 

特に記載すべき事項はありません。 

  

２【主要な設備の状況】 

当社における主要な設備は以下のとおりであります。 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であります。なお、金額には消費税等を含めておりません。 

２．建物について賃借を行っており、事業所別の年間賃借料の合計は、以下のとおりであります。 

  

３【設備の新設、除却等の計画】 

該当事項はありません。 

  

    平成18年３月31日現在 

事業所名 
（所在地） 

事業部門別の名称 設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数
（人） 建物

  
土地

（面積㎡） 
その他
  

合計 
  

本社・東京支社 
（東京都中央区） 

ネットワークサービ
ス部 
システム開発部 
システム運用部 
ＯＡサービス部 
管理部門 

統括業務施設 2,671 － 20,126 22,798 261

横浜支社 
（横浜市西区） 

ネットワークサービ
ス部 
システム開発部 
システム運用部 
ＯＡサービス部 
管理部門 

統括業務施設 565 － 11,977 12,542 326

中部支社 
（名古屋市中区） 

ネットワークサービ
ス部 
システム開発部 
システム運用部 
ＯＡサービス部 
管理部門 

統括業務施設 1,893 － 9,668 11,561 382

大阪支社 
（大阪市北区） 

ネットワークサービ
ス部 
システム開発部 
システム運用部 
ＯＡサービス部 
管理部門 

統括業務施設 4,644 － 9,098 13,743 361

東京地区社員寮 管理部門 厚生施設 47,775
33,117
(271.08)

－ 80,892 －

大阪地区社員寮 管理部門 厚生施設 33,011
13,195
(116.61)

－ 46,206 －

  本社・東京支社 89,107千円  

  横浜支社 23,203千円  

  中部支社 38,484千円  

  大阪支社 42,837千円  

  東京・横浜地区借上社宅 83,595千円  

  中部地区借上社宅 37,441千円  

  大阪地区借上社宅 9,787千円  



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 株式分割 １：1.1 

  

(4）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式456,223株は、「個人その他」に456単元及び「単元未満株式の状況」に223株を含めて記載しております。 

２．「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、100株含まれております。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 20,729,000 

計 20,729,000 

種類 
事業年度末現在発行数㈱
(平成18年３月31日) 

提出日現在発行数㈱
(平成18年６月26日) 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 8,264,850 同左
東京証券取引所
市場第二部 

－ 

計 8,264,850 同左 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成12年５月19日 
（注） 

751,350 8,264,850 － 733,360 － 623,845

     平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株
式の状況
（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） － 13 7 29 5 － 2,283 2,337 － 

所有株式数
（単元） 

－ 1,141 17 138 40 － 6,750 8,086 178,850

所有株式数の
割合（％） 

－ 14.11 0.21 1.71 0.49 － 83.48 100.00 － 



(5）【大株主の状況】 

（注）前事業年度末現在主要株主であった大槻岟史氏は、当事業年度末においては主要株主ではなくなりました。 

  

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

    平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

旭情報サービス社員持株会 東京都中央区新川１丁目17－24 530 6.42 

旭情報サービス株式会社 東京都中央区新川１丁目17－24 456 5.52 

大槻 幸子 神奈川県横浜市青葉区 375 4.54 

住友信託銀行株式会社 大阪府大阪市中央区北浜４丁目５－33 374 4.53 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 196 2.37 

竹田 和平 愛知県名古屋市天白区 180 2.18 

大槻 重孝 福島県福島市 162 1.97 

大槻 武史 東京都武蔵野市 159 1.93 

小野 一夫 京都府京都市伏見区 159 1.92 

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２丁目２－１ 155 1.88 

計 － 2,749 33.26 

平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   456,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  7,630,000 7,630 － 

単元未満株式 普通株式   178,850 － － 

発行済株式総数 8,264,850 － － 

総株主の議決権 － 7,630 － 

      平成18年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有株式
数（株） 

他人名義所有株式
数（株） 

所有株式数の合計
（株） 

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％） 

旭情報サービス株式会社 
東京都中央区新川１
丁目17-24 

456,000 － 456,000 5.52

計 － 456,000 － 456,000 5.52



(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  

  



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

３【配当政策】 

当社は、株主の皆さまに対する利益還元を経営上の重要課題の一つとして認識しており、経営基盤の強化と長期的な収益の向

上を維持するとともに、１株当たり配当金が継続的に増額するよう努めることを基本方針としております。 

当事業年度の期末配当金につきましては、中間配当金と同様に1株当たり18円とすることを決定いたしました。この結果、年間

配当金は１株当たり36円と、前事業年度に比べ4円の増配となり、10期連続での増配となります。 

なお、第44期の中間配当についての取締役会決議は平成17年10月28日に行っております。 

また、平成18年5月1日の会社法施行後におきましても、当事業年度と同様、毎年9月30日および3月31日を基準日とする年2回の

配当を実施する予定です。 

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

  

回次 第40期 第41期 第42期 第43期 第44期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 1,210 979 1,050 1,220 1,610 

最低（円） 860 672 710 930 1,070 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 1,250 1,397 1,560 1,610 1,580 1,545 

最低（円） 1,207 1,251 1,358 1,405 1,410 1,465 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株） 

取締役会長   北島 松太郎 昭和８年７月４日生 

昭和27年10月 郵政省（現 日本郵政公社）入

省 

平成３年６月 同省秋田貯金事務センター所長 

平成６年９月 当社 顧問 

平成７年６月 取締役 

平成８年６月 常務取締役 

平成11年６月 経営企画室長 

平成14年４月 代表取締役社長 

平成18年６月 取締役会長（現任） 

28 

代表取締役 

取締役社長 
  田中 博 昭和24年８月２日生 

昭和47年４月 郵政省（現 日本郵政公社）入

省 

平成12年６月 関東郵政局長 

平成14年８月 財団法人郵便貯金振興会理事 

平成17年６月 当社取締役経営企画室長 

平成18年６月 代表取締役社長（現任） 

4 

常務取締役 
財務経理担当 

経営企画担当 
根塚 隆司 昭和22年５月18日生 

昭和49年12月 株式会社ホンダインターナショ

ナルセールス（現 株式会社ホ

ンダユーテック）入社 

平成４年４月 当社入社 

平成６年９月 管理本部東京総務部長 

平成７年６月 取締役 

平成11年６月 財務経理部長 

平成13年10月 財務経理部長兼IR室長 

平成18年６月 常務取締役 財務経理担当 経

営企画担当（現任） 

15 

取締役 
総務部長兼 

広報室長 
濵田 広徳 昭和36年３月27日生 

昭和60年４月 当社入社 

平成11年１月 人事部長 

平成11年６月 取締役（現任） 

総務人事部人事担当部長 

平成14年４月 大阪支社長 

平成16年７月 総務部長兼広報室長（現任） 

2 

取締役 人事部長 高橋 範年 昭和33年１月16日生 

昭和51年４月 株式会社ホンダインターナショ

ナルセールス（現 株式会社ホ

ンダユーテック）入社 

平成７年10月 当社入社 

平成14年４月 人事部長（現任） 

平成17年６月 取締役（現任） 

2 

常勤監査役   川連 和男 昭和16年５月６日生 

昭和39年４月 株式会社富士銀行（現 株式会

社みずほ銀行）入行 

平成４年１月 芙蓉総合リース株式会社出向 

平成９年６月 同社 常務取締役 

平成11年６月 当社 常勤監査役（現任） 

5 

常勤監査役   大貫 誠 昭和16年３月21日生 

昭和40年４月 株式会社大和銀行（現 株式会

社りそな銀行）入社 

平成５年６月 大日本スクリーン製造株式会社

常勤監査役 

平成７年６月 同社 常務取締役 

平成13年６月 同社 常任監査役 

平成16年６月 当社 常勤監査役（現任） 

3 



 （注） 監査役川連和男、大貫 誠、奴間 稔、小野一夫の４名は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株） 

監査役   奴間 稔 昭和７年２月19日生 

昭和24年４月 日興證券株式会社（現 日興コ

ーディアル証券株式会社）入社 

昭和61年12月 山加証券株式会社（現 ライブ

ドア証券株式会社）取締役社長 

平成６年６月 同社 相談役 

平成７年６月 当社 監査役（現任） 

18 

監査役   小野 一夫 昭和７年11月20日生 

昭和26年４月 株式会社藤井大丸入社 

平成３年１月 有限会社ビクトリアインターナ

ショナル入社 営業本部長 

平成４年６月 当社 監査役（現任） 

159 

      計 237



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

当社は、業務執行に対する監督機能の強化、情報セキュリティ保護体制強化のためのプライバシーマーク取得など「コンプラ

イアンス重視の経営」を重要施策としております。 

また、適時適切な会社情報の開示、ＩＲ情報の充実、株主還元などにより、「経営の透明性」と「企業価値」の向上に努めて

まいります。 

（１）会社の経営上の意思決定、執行および監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

当社は、監査役会設置会社であります。取締役会は取締役５名で、迅速な経営判断ができるように構成されており、毎月

会社の重要事項などを決定しております。業務の執行、監督のしくみは次のとおりです。 

①取締役会・支社長会議 

取締役会 ：有価証券報告書提出日現在、５名の取締役からなり、原則として月１回開催。 

会社法で定められた事項および経営に関する重要事項について審議、決議を行なっております。 

支社長会議：本社常勤役員・幹部と、支社長との協議および示達の場として、原則月１回開催。 

迅速かつ弾力的な営業活動、およびコンプライアンスの維持と社内の統制を図るため、業績・施策・管理状

況を報告しており、情報交換の場としても活用いたしております。 

②監査役 

取締役の業務執行に対する監督機能を強化し、コーポレート・ガバナンスとコンプライアンスの実効性を確保するた

め、監査役を４名体制（全て社外監査役）とし、その構成を常勤監査役２名、非常勤監査役２名としております。 

③会計監査人・顧問弁護士 

当社の会計監査を担当する会計監査人として、新日本監査法人を選任し、会計監査を受けております。また法律顧問と

して、東西２つの法律事務所と契約を結び、適時助言と指導を受けられる体制を設けております。 

特に、コーポレート・ガバナンスおよびコンプライアンスに関わる問題については、それぞれの専門家の立場から、客

観的かつ専門的なアドバイスを求めております。 

（注１）同監査法人は、公認会計士法上の規制開始及び日本公認会計士協会の自主規制実施に先立ち、自主的に業

務執行社員の交替制度を適用しており、平成18年３月期会計期間をもって交替する予定となっておりま

す。 

（注２）７年以内の指定社員 業務執行社員に係る記載は省略しております。 

  

④内部監査・監査役監査・監査の連携 

内部監査 ：社長直轄の内部監査室（３名）が担当し、社長特命による監査を実施しております。監査結果は文書により

直接社長へ報告するとともに、監査結果を踏まえた改善指示を被監査部門に対して行い、改善状況を遅滞な

く報告させることにより、監査の実効性を確保しております。 

監査役監査：取締役会には、監査役４名（全て社外監査役）全員が出席している他、常勤監査役が中心となり、支社長会

議をはじめ社内の重要会議にも積極的に参加し、取締役の職務執行を監督すると同時に、随時意見を述べ、

コーポレート・ガバナンスならびにコンプライアンスが、より有効に機能するように努めております。 

監査の連携：内部監査室および監査役、会計監査人は、それぞれの法的な位置付けや監査の目的等が異なっており、いわ

ゆる三者三様の監査を実施しておりますが、業績報告等の打合せをはじめ必要に応じ随時情報交換を行うな

ど、三者が連携することで全体として監査の質を高めております。 

⑤リスク管理体制の整備状況 

当社の全般的なリスク管理は危機管理担当の取締役が統括し、危機管理規程で定めた個々のリスクに対する管理責任者

のもと管理体制を構築しております。また、不測の事態が発生した場合には、社長を本部長とする対策本部を設置して迅

速な対応を図るとともに、顧問弁護士等外部機関とも連絡を密にしながら、リスク拡大を防止し、これを最小限に止める

体制を整備しております。 

  

 当社の経営組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の概要は、次のとおりであります。 

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人名 継続監査年数 

指定社員 業務執行社員 清水万里夫 
新日本監査法人 

１０年（注１） 

指定社員 業務執行社員 早川 芳夫  ― （注２） 

区    分 公認会計士 会計士補 

会計監査業務に係る補助者の構成 １名 ２名 



 

  

（２）会社と会社の社外取締役および社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要 

当社と社外監査役4名との間に、取引関係その他の利害関係はありません。 

  

（３）役員報酬の内容 

取締役の年間報酬総額  81百万円 

監査役の年間報酬総額  23百万円 

  

（４）監査報酬の内容 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく年間報酬は、19百万円であります。 



第５【経理の状況】 

  

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規

則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関

する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸

表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）及び当事業年度

（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）の財務諸表について、新日本監査法人により監査を受けております。 

  

３．連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 

  

  



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金   2,998,909 2,800,342 

２．売掛金   1,160,769 1,116,147 

３．有価証券   1,105,780 1,106,007 

４．前払費用   32,760 38,688 

５．繰延税金資産   286,983 305,717 

６．その他   10,384 11,763 

流動資産合計   5,595,587 71.2 5,378,668 69.1

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産    

(1）建物  187,836 187,193  

減価償却累計額  92,467 95,368 96,630 90,562 

(2）工具器具備品  160,287 151,241  

減価償却累計額  107,027 53,260 100,370 50,871 

(3）土地 ※１  46,312 46,312 

有形固定資産合計   194,940 2.5 187,745 2.4

２．無形固定資産    

(1）電話加入権   4,670 4,670 

(2）ソフトウェア   10,966 15,047 

無形固定資産合計   15,636 0.2 19,717 0.3



   
前事業年度

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

３．投資その他の資産    

(1) 投資有価証券   334,437 478,453 

(2) 従業員長期貸付金   － 320 

(3) 長期前払費用   8,751 9,187 

(4) 繰延税金資産   251,900 － 

(5) 再評価に係る繰延税
金資産 

※１  37,354 － 

(6) 敷金保証金   206,296 181,031 

(7) 保険積立金   160,755 460,757 

(8) 前払年金費用   50,871 63,661 

(9) 長期性預金   1,000,000 1,000,000 

投資その他の資産合計   2,050,367 26.1 2,193,412 28.2

固定資産合計   2,260,945 28.8 2,400,875 30.9

資産合計   7,856,532 100.0 7,779,544 100.0

     

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．短期借入金   480,000 480,000 

２．未払金   24,419 37,217 

３．未払費用   309,780 329,429 

４．未払法人税等   409,447 277,267 

５．未払消費税等   64,239 62,790 

６．預り金   21,401 23,511 

７．賞与引当金   563,000 620,000 

８．その他   11,909 12,427 

流動負債合計   1,884,196 24.0 1,842,643 23.7

Ⅱ 固定負債    

１．繰延税金負債   － 46,157 

２．役員退職慰労引当金   576,124 55,510 

固定負債合計   576,124 7.3 101,667 1.3

負債合計   2,460,320 31.3 1,944,311 25.0

     



  

  

   
前事業年度

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※２  733,360 9.3 733,360 9.4

Ⅱ 資本剰余金    

１．資本準備金  623,845 623,845  

２．その他資本剰余金    

(1) 自己株式処分差益  142 362  

資本剰余金合計   623,987 7.9 624,207 8.0

Ⅲ 利益剰余金    

１．利益準備金  144,000 144,000  

２．任意積立金    

(1) 別途積立金  3,440,000 3,790,000  

３．当期未処分利益  768,034 807,559  

利益剰余金合計   4,352,034 55.4 4,741,559 61.0

Ⅳ 土地再評価差額金 ※１  △53,753 △0.7 △91,108 △1.2

Ⅴ その他有価証券評価差額
金 

  67,624 0.9 164,541 2.1

Ⅵ 自己株式 ※３  △327,041 △4.1 △337,327 △4.3

資本合計   5,396,211 68.7 5,835,233 75.0

負債・資本合計   7,856,532 100.0 7,779,544 100.0

     



②【損益計算書】 

   
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   8,790,403 100.0 8,708,730 100.0

Ⅱ 売上原価   6,428,830 73.1 6,355,097 73.0

売上総利益   2,361,572 26.9 2,353,633 27.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  1,192,796 13.6 1,236,135 14.2

営業利益   1,168,775 13.3 1,117,497 12.8

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  3,124 3,762  

２．有価証券利息  272 282  

３．受取配当金  2,624 4,721  

４．受取保険金  18,331 －  

５．雇用開発助成金  － 2,693  

６．保険事務手数料  － 1,685  

７．雑収入  7,497 31,849 0.4 926 14,072 0.2

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  6,572 6,572 0.1 6,627 6,627 0.1

経常利益   1,194,051 13.6 1,124,943 12.9

Ⅵ 特別利益    

１．投資有価証券売却益  － 56,250  

２．受取保険金  113,532 113,532 1.3 － 56,250 0.6

     



  

   
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅶ 特別損失    

１．役員退職慰労引当金繰
入額 

 124,762 －  

２．役員弔慰金  48,000 －  

３．固定資産除却損  － 4,088  

４．減損損失 ※２ － 5,818  

５．会員権清算損  － 10,852  

６．エントリー撤退関連費  － 4,892  

７．その他  3,392 176,154 2.0 538 26,189 0.3

税引前当期純利益   1,131,429 12.9 1,155,003 13.2

法人税、住民税及び事
業税 

 581,613 259,801  

法人税等調整額  △90,433 491,180 5.6 211,974 471,775 5.4

当期純利益   640,249 7.3 683,227 7.8

前期繰越利益   252,916 264,973 

中間配当額   125,131 140,641 

当期未処分利益   768,034 807,559 

     



売上原価明細書 

（脚注） 

  

  

    
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

１．労務費   

給与  4,276,630 4,227,780 

賞与  506,060 515,144 

賞与引当金繰入額  516,584 557,785 

法定福利費  592,129 601,732 

その他  164,511 137,992 

計  6,055,915 94.2 6,040,435 95.0

２．外注加工費  214,415 3.3 159,804 2.5

３．経費   

家賃  129,656 130,527 

賃借料  8,407 4,163 

旅費交通費  9,453 7,448 

減価償却費  2,555 1,749 

その他  8,427 10,969 

計  158,500 2.5 154,857 2.5

売上原価  6,428,830 100.0 6,355,097 100.0

    

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

原価計算の方法 原価計算の方法 

 実際原価による個別原価計算 同左 



③【キャッシュ・フロー計算書】 

   
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

税引前当期純利益  1,131,429 1,155,003 

減価償却費  24,075 21,271 

長期前払費用償却  8,730 7,106 

減損損失  － 5,818 

賞与引当金増減額  33,000 57,000 

有形固定資産除却損  192 4,088 

役員退職慰労引当金増
減額 

 138,236 △520,614 

受取利息及び配当金  △6,020 △8,766 

支払利息  6,572 6,627 

投資有価証券売却益  － △56,250 

会員権売却損  3,200 － 

会員権清算損  － 10,852 

売掛金の増減額  37,227 44,621 

保険積立金の増減額  367,494 △300,002 

その他資産の増減額  14,910 △19,618 

未払費用の増減額  △2,015 19,649 

未払消費税等の増減額  △29,029 △1,449 

その他負債の増減額  △4,502 14,859 

役員賞与の支払額  △33,000 △28,000 

その他  13,296 9,830 

小計  1,703,797 422,028 

利息及び配当金の受取
額 

 6,022 8,765 

利息の支払額  △6,570 △6,599 

法人税等の支払額  △248,826 △402,050 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 1,454,422 22,144 



  

  

   
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

有形固定資産取得によ
る支出 

 △10,874 △20,822 

投資有価証券売却によ
る収入 

 － 76,500 

投資有価証券取得によ
る支出 

 △16,394 － 

敷金保証金に対する支
出 

 △15,253 △13,027 

敷金保証金解約による
収入 

 21,499 19,072 

その他  △11,524 △7,242 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △32,547 54,480 

   

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

自己株式の純増減額  △5,510 △10,065 

配当金の支払額  △249,989 △264,898 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △255,499 △274,964 

   

Ⅳ 現金及び現金同等物の増
減額 

 1,166,374 △198,339 

Ⅴ 現金及び現金同等物期首
残高 

 2,938,315 4,104,690 

Ⅵ 現金及び現金同等物期末
残高 

※ 4,104,690 3,906,350 

   



④【利益処分計算書】 

  

  

  次へ 

    
前事業年度

（株主総会承認日 
平成17年６月15日） 

当事業年度 
（株主総会承認日 
平成18年６月23日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益  768,034 807,559

Ⅱ 利益処分額  

１．配当金  125,061 140,555

２．役員賞与金  28,000 32,000

（うち監査役賞与金）  (4,500) (5,000)

３．任意積立金  

別途積立金  350,000 503,061 300,000 472,555

Ⅲ 次期繰越利益  264,973 335,003

   



重要な会計方針 

項目 
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 同左 

  決算日の市場価格等に基づく時価法 

(評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）を採用しております。 

  

  時価のないもの   

  移動平均法による原価法を採用して

おります。 

  

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

定率法によっております。 

なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。 

同左 

  (2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産 

  定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。 

同左 

  (3）長期前払費用 (3）長期前払費用 

  定額法によっております。 

なお、償却期間については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によ

っております。 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、回収不能見込額を計上する

ことにしております。なお、貸倒懸

念債権等については当期末において

該当事項はありません。 

同左 

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

  従業員に対する賞与の支給に備える

ため、支給見込額を計上しておりま

す。 

同左 



  

項目 
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

  

従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

なお、数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（7

年）による定額法により按分した額

をそれぞれ発生事業年度から費用処

理することにしております。 

年金資産が退職給付債務を上回る部

分については、前払年金費用として

固定資産に計上しております。 

同左 

  (4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。 

同左 

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

同左 

５．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

同左 

６．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によっ

ております。 

同左 



会計方針の変更 

  

表示方法の変更 

  

追加情報 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  （固定資産の減損に係る会計基準） 

― 当事業年度より「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。 

これにより、税引前当期純利益は5,818千円減少して

おります。 

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  （損益計算書） 

― (1）前事業年度まで営業外収益の「雑収入」に含めて表

示しておりました「雇用開発助成金」及び「保険事務

手数料」は、営業外収益の総額の100分の10を超えた

ため区分掲記しました。 

 なお、前事業年度における「雇用開発助成金」及び

「保険事務手数料」の金額はそれぞれ2,218千円及び

2,105千円であります。 

  (2）前事業年度まで特別損失の「その他」に含めて表示

しておりました「固定資産除却損」は、特別損失の総

額の100分の10を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前事業年度における「固定資産除却損」の金

額は192千円であります。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（外形標準課税）   

実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課

税部分の損益計算書の表示についての実務上の取扱い」

（企業会計基準委員会（平成16年2月13日））が公表さ

れたことに伴い、当期から同実務対応報告に基づき、法

人事業税の付加価値割及び資本割 13,798千円を販売費

及び一般管理費として処理しております。 

― 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

  

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度
（平成18年３月31日） 

※１．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号 最終改正 平成13年３月31日）に

基づき、事業用の土地の再評価を行い、土地再評

価差額金を資本の部に計上しています。 

※１．        同左 

再評価の方法   

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布 政令第119号）第２条第３号に定め

る土地課税台帳（平成13年１月１日基準日）に

登録されている価格に、合理的な調整を行って

算出しております。 

  

  
再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の期末に
おける時価と再評価後の帳簿
価額との差額 

△9,329千円

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の期末に
おける時価と再評価後の帳簿
価額との差額 

△10,355千円

※２．会社が発行する株式及び発行済株式の総数 ※２．会社が発行する株式及び発行済株式の総数 
  

授権株式数    普通株式 20,729,000株

発行済株式総数  普通株式 8,264,850株

授権株式数    普通株式 20,729,000株

発行済株式総数  普通株式 8,264,850株

※３．自己株式 ※３．自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式

448,503株であります。 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式

456,223株であります。 

４．配当制限 ４．配当制限 

その他有価証券の時価評価により、純資産額が

67,624千円増加しております。 

なお、当該金額は商法施行規則第124条第3号の規

定により、配当に充当することが制限されており

ます。 

その他有価証券の時価評価により、純資産額が

164,541千円増加しております。 

なお、当該金額は商法施行規則第124条第3号の規

定により、配当に充当することが制限されており

ます。 



（損益計算書関係） 

  

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費 ※１．販売費及び一般管理費 

販売費に属する費用のおおよその割合は5％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

95％であります。 

主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

販売費に属する費用のおおよその割合は4％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

96％であります。 

主要な費目及び金額は次のとおりであります。 
  

  

役員報酬 170,200千円

給与 356,575千円

賞与引当金繰入額 46,416千円

役員退職慰労引当金繰入額 14,518千円

家賃 196,691千円

減価償却費 21,519千円

退職給付費用 10,841千円

役員報酬 104,664千円

給与 407,100千円

賞与引当金繰入額 62,215千円

役員退職慰労引当金繰入額 20,026千円

家賃 193,930千円

減価償却費 19,522千円

退職給付費用 9,373千円

法定福利費 64,155千円

  ※２．減損損失 

  当事業年度において以下の資産について減損損失

を計上しております。 

場所 用途 種類 減損損失 

宮城県仙台市 賃貸 建物 5,818千円 

当社は単独でキャッシュ・フローを生み出す最小

の単位である営業拠点ごとにグループ化し、減損

会計を適用しております。上記物件については、

空室状態となっていたことから減損処理を行い、

帳簿価額を回収可能額まで減額しております。回

収可能額の算定にあたっては処分見込み額を使用

しております。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 
  
現金及び預金勘定 2,998,909千円

有価証券勘定 1,105,780千円

現金及び現金同等物期末残高 4,104,690千円

現金及び預金勘定 2,800,342千円

有価証券勘定 1,106,007千円

現金及び現金同等物期末残高 3,906,350千円



（リース取引関係） 

 該当事項はありません。 

  

  

  次へ 



（有価証券関係） 

前事業年度 

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成17年３月31日現在） 

 （注） 当社では有価証券個々の銘柄の時価の下落率が30％以上になった場合、時価が「著しく下落した」と判断し、減損処理を

行うことにしております。 

  

２．当事業年度中に売却したその他有価証券（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額（平成17年３月31日現在） 

  

  
取得原価
(千円) 

貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの 

株式 117,812 239,499 121,687 

その他 ― ― ― 

小計 117,812 239,499 121,687 

貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの 

株式 101,808 94,738 △7,070 

その他 ― ― ― 

小計 101,808 94,738 △7,070 

合計 219,620 334,237 114,617 

    売却額   売却益の合計額   売却損の合計額 

    ―千円   ―千円   ―千円 

その他有価証券 貸借対照表計上額 

  ＭＭＦ 1,105,780千円 



当事業年度 

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成18年３月31日現在） 

 （注） 当社では有価証券個々の銘柄の時価の下落率が30％以上になった場合、時価が「著しく下落した」と判断し、減損処理を

行うことにしております。 

  

２．当事業年度中に売却したその他有価証券（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額（平成18年３月31日現在） 

  

  

  次へ 

  
取得原価
(千円) 

貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの 

株式 199,370 478,253 278,883 

その他 ― ― ― 

小計 199,370 478,253 278,883 

貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの 

株式 ― ― ― 

その他 ― ― ― 

小計 ― ― ― 

合計 199,370 478,253 278,883 

    売却額   売却益の合計額   売却損の合計額 

    76,500千円   56,250千円   ―千円 

その他有価証券 貸借対照表計上額 

  ＭＭＦ 1,106,007千円 



（デリバティブ取引関係） 

前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

  

  次へ 



（退職給付関係） 

  

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．採用している退職給付制度の概要 １．採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制

度を設けております。 

同左 

２．退職給付債務に関する事項 ２．退職給付債務に関する事項 
  
(1)退職給付債務 △857,335千円 

(2)年金資産 866,338千円 

(3）未積立退職給付債務 
((1)+(2)) 

9,003千円 

(4)未認識数理計算上の差異 41,867千円 

(5)貸借対照表計上額の純額 50,871千円 

(6)前払年金費用 50,871千円 

(1)退職給付債務 △921,307千円 

(2)年金資産 1,120,534千円 

(3）未積立退職給付債務 
((1)+(2)) 

199,226千円 

(4)未認識数理計算上の差異 △135,564千円 

(5)貸借対照表計上額の純額 63,661千円 

(6)前払年金費用 63,661千円 

３．退職給付費用に関する事項 ３．退職給付費用に関する事項 
  
(1)勤務費用 118,772千円 

(2)利息費用 15,900千円 

(3)期待運用収益(減算) △7,611千円 

(4)数理計算上の差異の費用
処理額 

20,406千円 

計 147,467千円 

(1)勤務費用 117,515千円 

(2)利息費用 17,146千円 

(3)期待運用収益(減算) △8,663千円 

(4)数理計算上の差異の費用
処理額 

△5,764千円 

計 120,233千円 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
  
(1)割引率 2.0％ 

(2)期待運用収益率 1.0％ 

(3)退職給付見込額の期間配分
方法 

期間定額基準 

(4)数理計算上の差異の処理
年数 

7年 

(1)割引率 2.0％ 

(2)期待運用収益率 1.0％ 

(3)退職給付見込額の期間配分
方法 

期間定額基準 

(4)数理計算上の差異の処理
年数 

7年 

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数による按分額を発生事業年度より費用処理

する方法としております。) 

同左 



（税効果会計関係） 

  

（持分法損益等） 

 当社は関連会社がないため、該当事項はありません。 

  

  

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な

内訳 
  
繰延税金資産   

賞与引当金損金否認 230,830千円 

賞与引当金に係る未払社会保険料 22,430千円 

未払事業税否認 30,001千円 

一括償却資産否認 2,259千円 

未払事業所税否認 3,721千円 

役員退職慰労引当金否認 236,210千円 

投資有価証券評価損否認 81,280千円 

繰延税金資産計 606,733千円 

    

    

繰延税金負債   

前払年金費用 △20,857千円 

その他有価証券評価差額金 △46,993千円 

繰延税金負債計 △67,850千円 

繰延税金資産の純額 538,883千円 

繰延税金資産   

賞与引当金損金否認 254,200千円 

賞与引当金に係る未払社会保険料 26,168千円 

未払事業税否認 21,647千円 

一括償却資産否認 2,254千円 

未払事業所税否認 3,701千円 

役員退職慰労引当金否認 22,759千円 

投資有価証券評価損否認 66,887千円 

減損損失 2,385千円 

繰延税金資産計 400,003千円 

    

繰延税金負債   

前払年金費用 △26,101千円 

その他有価証券評価差額金 △114,342千円 

繰延税金負債計 △140,443千円 

繰延税金資産の純額 259,559千円 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 
  
法定実効税率 41.0％ 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.8％ 

住民税均等割等 0.9％ 

その他 0.7％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.4％ 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下

であるため注記を省略しております。 



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

  

  

項目 
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額（円 銭） 686  79 743  18 

１株当たり当期純利益 
（円 銭） 

78  29 83  35 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益 

潜在株式が存在しないため該当事項は

ありません。 

潜在株式が存在しないため該当事項は

ありません。 

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当期純利益（千円） 640,249 683,227 

普通株主に帰属しない金額（千円） 28,000 32,000 

（うち利益処分による役員賞与金） (28,000) (32,000) 

普通株式に係る当期純利益（千円） 612,249 651,227 

期中平均株式数（株） 7,819,947 7,812,896 



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

【その他】 

  

  

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円） 

投資有価証
券 

その他有価
証券 

日本電信電話㈱ 202 102,010 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 55 99,000 

住友信託銀行㈱ 127,172 173,208 

㈱りそなホールディングス 111.1 44,995 

㈱みずほフィナンシャルグループ 40 38,520 

㈱東芝 30,000 20,520 

財形住宅金融㈱ 1 200 

小計 157,581.1 478,453 

計 157,581.1 478,453 

種類及び銘柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額
（千円） 

有価証券 
その他有価
証券 

マネー・マネージメント・ファンド

野村アセットマネジメント㈱ 672,805,387 672,805 

国際投信投資顧問㈱ 402,916,535 402,916 

大和証券投資信託委託㈱ 30,286,035 30,286 

小計 1,106,007,957 1,106,007 

計 1,106,007,957 1,106,007 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．「当期減少額」欄の（ ）内は内書で、減損損失の計上額であります。 

２．無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」の記載

を省略しております。 

  

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

 （注） 平均利率は、借入金の当期末残高及びこれに対応する利率をもとに算定しております。 

  

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高
（千円） 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末
残高 
（千円） 

有形固定資産    

建物 187,836 7,378 
8,021
(5,818)

187,193 96,630 5,317 90,562

工具器具備品 160,287 13,443 22,489 151,241 100,370 12,792 50,871

土地 46,312 ― ― 46,312 ― ― 46,312

有形固定資産計 394,435 20,822 
30,511
(5,818)

384,747 197,001 18,110 187,745

無形固定資産    

電話加入権 ― ― ― 4,670 ― ― 4,670

ソフトウェア ― ― ― 19,439 4,391 3,160 15,047

無形固定資産計 ― ― ― 24,109 4,391 3,160 19,717

長期前払費用 15,161 7,588 6,472 16,277 7,089 5,778 9,187

繰延資産 ― ― ― ― ― ― ―

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高
（千円） 

平均利率（％） 返済期限 

短期借入金 480,000 480,000 1.4 －

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定の
ものを除く。） 

－ － － －

その他の有利子負債 － － － －

合計 480,000 480,000 － －



【資本金等明細表】 

 （注）１．当期末における自己株式数は456,223株であります。 

２．当期増加額は単元未満株式の買増請求によるものであります。 

３．当期増加額は前期決算の利益処分によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

  

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金（千円） 733,360 ― ― 733,360

資本金の
うち既発
行株式 

普通株式（注）１ （株） (8,264,850) (―) (―) (8,264,850)

普通株式 （千円） 733,360 ― ― 733,360

計 （株） (8,264,850) (―) (―) (8,264,850)

計 （千円） 733,360 ― ― 733,360

資本準備
金及びそ
の他資本
剰余金 

（資本準備金）    

株式払込剰余金 （千円） 623,845 ― ― 623,845

（その他資本剰余金）    

自己株式処分差益 
（注）２ 

（千円） 142 219 ― 362

計 （千円） 623,987 219 ― 624,207

利益準備
金及び任
意積立金 

（利益準備金） （千円） 144,000 ― ― 144,000

（任意積立金）    

別途積立金（注）３ （千円） 3,440,000 350,000 ― 3,790,000

計 （千円） 3,584,000 350,000 ― 3,934,000

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

賞与引当金 563,000 620,000 563,000 ― 620,000

役員退職慰労引当金 576,124 20,026 540,640 ― 55,510



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

1）現金及び預金 

  

2）売掛金 

(イ）相手先別内訳 

  

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜処理を採用していますが、上記には消費税等が含まれております。 

  

3）長期性預金 

区分 金額（千円）

現金 1,963 

預金の種類 

当座預金 2,787,287 

普通預金 10,124 

別段預金 967 

計 2,798,379 

合計 2,800,342 

相手先 金額（千円）

日本ヒューレット・パッカード（株） 64,958 

松下電器産業（株） 63,576 

日本アイ・ビー・エム（株） 63,357 

富士通サポート＆サービス（株） 55,997 

シャープビジネスコンピュータソフトウェア（株） 43,449 

その他 824,809 

合計 1,116,147 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D)
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

1,160,769 9,144,167 9,188,788 1,116,147 89.2 45.4

区分 金額（千円）

（株）三菱東京ＵＦＪ銀行 500,000 

（株）みずほ銀行 500,000 

合計 1,000,000 



4）保険積立金 

  

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

区分 金額（千円）

日本生命保険（相） 457,720 

三井生命保険（相） 407 

ソニー生命保険（相） 2,630 

合計 460,757 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

  

  

決算期 ３月３１日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月３１日 

株券の種類 1,000株券   10,000株券

中間配当基準日 ９月３０日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内１丁目４番４号
住友信託銀行株式会社  証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜４丁目５番33号
住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社  全国各支店

名義書換手数料 無料 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内１丁目４番４号
住友信託銀行株式会社  証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜４丁目５番33号
住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社  全国各支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典 
期末（３月31日）現在、1,000株（１単元）以上保有の株主に対し、郵
便局ふるさと小包のギフト券5,000円相当を一律贈呈。 



第７【提出会社の参考情報】 

  

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第43期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月16日関東財務局長に提出 

(2) 半期報告書 

（第44期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月21日関東財務局長に提出 

(3) 臨時報告書 

平成18年１月18日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

      平成１７年６月１５日

旭情報サービス株式会社       

  取締役会 御中   

  新日本監査法人 

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 西田 隆行   印

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 清水 万里夫  印

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

旭情報サービス株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第４３期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、旭情

報サービス株式会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキ

ャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

  

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

      平成１８年６月２３日

旭情報サービス株式会社       

  取締役会 御中   

  新日本監査法人 

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 清水 万里夫  印

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 早川 芳夫   印

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

旭情報サービス株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第４４期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、旭情

報サービス株式会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキ

ャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 「会計方針の変更」に記載のとおり、会社は当事業年度より固定資産の減損に係る会計基準を適用して財務諸表を

作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

  

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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